
　　　　

令 和 ７ 年 度

簡 易 水 道 事 業 会 計 予 算 書

北 海 道 厚 真 町
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議案第５号  

令和７年度  厚真町簡易水道事業会計予算 

 

（総 則） 

第１条 令和７年度厚真町簡易水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

 (1)給 水 戸 数                                   ２，１００件 

 (2)年 間 総 配 水 量                                 ６３２，０００㎥ 

 (3)１日平均配水量                                    １，７３０㎥ 

 (4)主要な建設改良事業 

上厚真地区配水管布設替工事                           １０１，９００千円 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。なお、営業費用中、地方公営企業法の財務規定等の適用に要する

経費に充てるため、公営企業会計適用債を２，０００千円借り入れる。 

収           入 

第１款 簡 易 水 道 事 業 収 益                         ４２０，４５９千円 

第１項 営 業 収 益                              １４３，５９９千円 

第２項 営 業 外 収 益                                       ２７６，８６０千円 

支           出 

第１款 簡 易 水 道 事 業 費 用                         ４８７，５３６千円 
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     第１項 営 業 費 用                                            ４７３，３３２千円 

     第２項 営 業 外 費 用                                           １４，２０４千円 

 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出に対して不足する額１４２，４４９

千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額９，０３０千円及び当年度分損益勘定留保資金１３３，４１９千円で

補填するものとする。） 

収           入 

    第１款 資 本 的 収 入                                 ３３９，０１５千円 

     第１項 企 業 債                                              ９８，９００千円 

     第２項 他 会 計 補 出 資 金                         １２２，６８６千円 

      第３項 他 会 計 補 助 金                            ３，０００千円 

     第４項 基 金 繰 入 金                                           １１４，４２９千円 

 

支           出 

第１款 資 本 的 支 出                                 ４８１，４６４千円 

     第１項 建 設 改 良 費                                       １０２，３２７千円 

     第２項 企 業 債 償 還 金                                        ３７８，８８７千円 

第３項 基 金 繰 出 金                                                             ２５０千円 

（企業債） 

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 
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（単位：千円） 

起債の目的 限度額 起債の方法 利 率 償還の方法 

簡易水道事業 98,900 

普通貸借 

又  は 

証券発行 

年4.0％以内 

（ただし、利率見

直し方式の借入に

ついてはこの限で 

ない） 

政府資金については、その融資条件により、金融機関による

場合は、債権者との協定による。 

ただし、財政の都合により据置期間及び償還期間を短縮し、

もしくは繰上償還又は、低利債に借換えすることができる。 

公営企業会計

適用 
2,000 

普通貸借 

又  は 

証券発行 

年4.0％以内 

（ただし、利率見

直し方式の借入に

ついてはこの限で 

ない） 

政府資金については、その融資条件により、金融機関による

場合は、債権者との協定による。 

ただし、財政の都合により据置期間及び償還期間を短縮し、

もしくは繰上償還又は、低利債に借換えすることができる。 

 

（一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は、５００，０００千円と定める。 

 （予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

   営業費用及び営業外費用の間の流用 
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（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額

に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。 

職員給与費    ９，１９１千円 

（他会計からの補助金） 

第９条 地方公営企業法第１７条の２の規定により、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は１５６，３１４千円である。 

 

 

  令和７年３月４日提出 

 

                   厚真町長 宮 坂 尚 市 朗 
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令和 年度7

北海道厚真町

予算に関する説明書
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(収入の部) (単位　千円)

款 項 目 予定額 備考

420,459

 1.営業収益 143,599

 1.給水収益 135,000

 2.その他営業収益 8,599

 2.営業外収益 276,860

 1.受取利息及び配当金 251

 2.他会計補助金 153,314

 3.長期前受金戻入 114,195

 4.消費税及び地方消費税
   還付金

9,100

(支出の部) (単位　千円)

款 項 目 予定額 備考

487,536

 1.営業費用 473,332

 1.原水及び浄水費 92,869

 2.配水及び給水費 18,749

 3.総係費 39,993

 4.減価償却費 321,721

 2.営業外費用 14,204

 1.支払利息及び企業債取
   扱諸費

14,104

 2.雑支出 100

令和 7年度 厚真町簡易水道事業会計予算実施計画
(収益的収入及び支出)

 1.簡易水道事業
   収益

 1.簡易水道事業
   費用
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(収入の部) (単位　千円)

款 項 目 予定額 備考

 1.資本的収入 339,015

 1.企業債 98,900

 1.企業債 98,900

 2.他会計出資金 122,686

 1.他会計出資金 122,686

 3.他会計補助金 3,000

 1.他会計補助金 3,000

 4.基金繰入金 114,400

 1.基金繰入金 114,429

(支出の部) (単位　千円)

款 項 目 予定額 備考

 1.資本的支出 481,464

 1.建設改良費 102,327

 1.施設整備費 101,900

 2.固定資産購入費 427

 2.企業債償還金 378,887

 1.企業債償還金 378,887

 3.基金繰出金 250

 1.基金繰出金 250

(資本的収入及び支出)
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その他の企業債による収入 2,000,000

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 3,000,000
投資活動によるキャッシュ・フロー 24,154,454

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 340,877,000

その他の企業債の償還による支出 △ 38,010,000
他会計からの出資による収入 122,686,000
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 155,301,000

資金増加額 △ 1,866,000
資金期首残高 4,606,682
資金期末残高 2,740,682

3 財務活動によるキャッシュ・フロー
建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 98,900,000

有形固定資産の取得による支出 △ 93,024,546
基金への積立による支出 △ 250,000
基金繰入金による収入 114,429,000

業務活動によるキャッシュ・フロー 129,280,546

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

小　計 143,133,546
利息及び配当金の受取額 251,000
利息の支払額 △ 14,104,000

受取利息及び受取配当金 △ 251,000
支払利息 14,104,000

賞与引当金の増減額（△は減少） 72,000
貸倒引当金の増減額（△は減少） 162,000
長期前受金戻入額 △ 114,195,000
未収金の増減額（△は増加） △ 9,369,816
未払金の増減額（△は減少） 7,000,000

当年度純損失 76,109,638
減価償却費 321,721,000

令和７年度厚真町簡易水道事業予定キャッシュ・フロー計 算 書
（令和 7 年 4 月 1 日 か ら 令和 8 年 3 月 3 1 日 ま で ）

（ 単 位 ： 円 ）
1 業務活動によるキャッシュ・フロー
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１．一　　般　　職
（１）総　括 （単位：千円）

（ ）
（ ）
（ ）

（　）内は、短時間勤務職員で外書き

ア　会計年度任用職員以外の職員

（ ）
（ ）
（ ）

（　）内は、短時間勤務職員で外書き

イ　会計年度任用職員

（ ）
（ ）
（ ）

（　）内は、短時間勤務職員で外書き

0 0 0
0

比 較 0 △ 413 △ 302 0 0 0 0 △ 145
0 0 0 145 0 0

0 0 0 0
の 内 訳 前 年 度 0 413 302 0

職 員 手 当
本 年 度 0 0 0 0 0 0 0

住 居 手 当 管理職手当
時 間 外
勤 務 手 当

△ 422 △ 4,214

区 分 扶 養 手 当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 寒冷地手当
旅 費
（費用弁償）

通 勤 手 当
特 殊
勤 務 手 当

児 童 手 当

比 較 0 △ 1 人 △ 2,932 0
0 860 3,792

△ 860 △ 3,792
422 4,214

0 0 0 0
前 年 度 1 人 2,932
本 年 度 0 人 0 0

0 0 0 0
0 0 0 0

区 分 職 員 数
給 与 費

共 済 費 合 計 備 考
報 酬 給 料 職 員 手 当 等 計

比 較 0 △ 118 △ 130 △ 3 △ 258

0
の 内 訳 前 年 度 0 943 788 52 258 0 452

0 0 443 0 0 0

0 △ 9

職 員 手 当
本 年 度 0 825 658 49

管理職手当
時 間 外
勤 務 手 当

通 勤 手 当
特 殊
勤 務 手 当

児 童 手 当
旅 費
（費用弁償）

区 分 扶 養 手 当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 寒冷地手当 住 居 手 当

3,560 1,975

△ 255 213 △ 42
2,493 7,960 1,273 9,233

比 較 0 0 人 △ 11 274 △ 518

0 0

7,705 1,486 9,191
前 年 度 1 人 2,181 3,286
本 年 度 1 人 2,170

0

区 分 職 員 数
給 与 費

共 済 費 合 計 備 考
報 酬 給 料 職 員 手 当 等 計

比 較 0 △ 531 △ 432 △ 3 △ 258 0 △ 9 △ 145

0 0 0 0
の 内 訳 前 年 度 0 1,356 1,090 52 0258 0 452 145 0 0

職 員 手 当
本 年 度 0 825 658 49 0 0 443

住 居 手 当 管理職手当
時 間 外
勤 務 手 当

△ 209 △ 4,256 他検針員2名分を含む

区 分 扶 養 手 当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 寒冷地手当
旅 費
（費用弁償）

通 勤 手 当
特 殊
勤 務 手 当

管理職特別
手 当

比 較 0 △ 1 人 △ 2,943 274
3,286 3,353 11,752

△ 1,378 △ 4,047
1,695 13,447 他検針員2名分を含む

1,975 7,705 1,486 9,191 他検針員2名分を含む
前 年 度 0 2 人 5,113
本 年 度 0 1 人 2,170 3,560

区 分 職 員 数
給 与 費

共 済 費 合 計 備 考
報 酬 給 料 職 員 手 当 等 計
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（２）給料及び職員手当の増減額の明細

給与改定の状況
前年度当初予算額 千円（ａ）

給与改定率 ％（ｂ）

（ａ）×（ｂ）＝

平均昇給率 ％
１）本年度昇給発令に係る所要額

千円 月 人
月 人

２）前年度昇給発令に係る所要額 月 人
千円

支給職員数等の変動に係る増減 職員数の異動状況

・採用（再任用含む） 千円
・退職 千円
・会計間異動 千円

令和6年度中の採用者
令和6年度中の退職者
令和7年度新採用者（予定）
会計間異動

扶養手当 千円
2.その他の増減分 期末手当 千円

勤勉手当 千円
寒冷地手当 千円
住居手当 千円
管理職手当 千円
時間外勤務手当 千円
通勤手当 千円
地域手当 千円
特殊勤務手当 千円
管理職特別手当 千円0

0
△ 1,378 △ 531

△ 432
△ 3

△ 258
0

△ 9
△ 145

0
0

職 員 手 当 等 △ 1,378

人
人
人
人

1．制度改正に伴う増減分

比較 0 人 0
0 前年度 1 人 0 1 人

人 0 人
人

計
0
0 本年度 1 人 0 人 1 人

274

3．その他の増減分 0
区 分

現 に 在 職
する職員数

そ の 他

5.14％ 令和6年4月1日

2．昇給に伴う増加分 274 昇 給 期 職 員 数

説 明 備 考

給与改定実施時期

0 1 1

0 円≒ 0 千円

1.71

0.00 前年度
給 料 274

区 分 増 減 額 増減額の増減事由別内訳

区 分 給料の改定率
1．給与改正に伴う増減分 0 3,286
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（３）給料及び職員手当の状況
ア．職員１人あたり給与

イ.初任給

ウ．級別職員数
区分

（　）内は、再任用短時間勤務職員で外書き
（級別の基準となる職務）

理事

５級 ６級 ７級

一般行政職 主事 主事 主任 主査 主幹
課長・参事・会計管理者・議会事

務局長・支所長

（　）

区分 １級 ２級 ３級 ４級

（　） （　）（　） （　）（　） （　）計 （　） （　） （　）
（　） （　）（　） （　）（　） （　）（　） （　）

（　）
１級 （　） （　）

（　） （　）（　） （　）（　） （　）２級 （　） （　） （　）
（　） （　）（　） （　）（　） （　）（　） （　）

（　）
３級 （　） （　）

（　） （　）（　） （　）（　） （　）４級 （　） （　） （　）
（　） （　）（　） （　）（　） （　）（　） （　）

（　）
５級 （　） （　）

（　） （　）（　） （　）（　） （　）
％

６級 （　） （　） （　）
％ （　） 人 （　）％ （　） 人 （　）％ （　） 人 （　）％ （　） 人 （　）

（　）
７級 （　） 人 （　）

（　） （　）（　） （　）（　） （　）計 （　） 1 （　） 100.0 （　）
（　） （　）（　）（　） （　）（　） （　）１級 （　） （　）
（　）（　） （　）（　） （　）

（　）
（　）（　） （　）
（　）

２級 （　） （　）
（　） （　）（　） （　）（　） （　）（　） 100.0 （　）

（　）
令和7年1月1日現在 ３級 （　） 1

（　） （　）（　） （　）（　） （　）４級 （　） （　） （　）
（　） （　）（　） （　）（　） （　）（　） （　）

（　）
５級 （　） （　）

（　） （　）（　） （　）（　） （　）
％

６級 （　） （　） （　）
％ （　） 人 （　）％ （　）７級 （　） 人 （　） 人 （　）％ （　） 人 （　）％ （　） 人 （　）

一 般 行 政 職 税 務 職 保 健 職 技 能 労 務 職 教 育 職
職 員 数 構 成 比 職 員 数 構 成 比 職 員 数 構 成 比 職 員 数 構 成 比 職 員 数 構 成 比

国 の 基 準
高 校 卒 188,000 円 円 - 円 -

円 -

円

大 学 卒 220,000 円 円

円 - 円 - 円

円 - 円
円 - 円

区 分 一 般 行 政 職 税 務 職 保 健 職 技 能 労 務 職 教 育 職 摘 要

厚 真 町
高 校 卒 188,000 円 円 - 円 - 円 - 円
大 学 卒 220,000 円

円 円
- 円

平 均 年 齢 歳 歳 歳 - 歳 - 歳

平 均 年 齢 37.0 歳 歳

平 均 給 与 月 額 円 円 円 - 円
円 - 円 - 円平 均 給 料 月 額

円 - 円
円 - 円

歳 - 歳 - 歳
平 均 給 与 月 額 302,600 円 円

摘 要

令和7年1月1日現在
平 均 給 料 月 額 291,100 円 円 円 -

区 分 一 般 行 政 職 税 務 職 保 健 職 技 能 労 務 職 教 育 職

円 -
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エ．昇給

オ.期末手当・勤勉手当

（　）内は、再任用短時間勤務職員で外書き
カ．定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

キ.地域手当

国 の 指 定 基 準 に
基 づ く 支 給 率 （ ％ ）

3

支給対象職員数（人） 0

支　　 給　　 率　　（％） 3

なし

支 給 対 象 地 域 札幌市

国 の 制 度
（ 支 給 率 等 ）

24.586875 33.2705 47.709 47.709
定年前早期退職特
例措置2%～20%加算

退 職 時
特 別 昇 給

備 考

支 給 率 等 24.586875 33.2705 47.709 47.709 制限なし なし

区 分
２０年勤続の者

（月分）
２５年勤続の者

（月分）
３５年勤続の者

（月分）
最高限度額

（月分）
そ の 他 の
加 算 措 置 等

国 の 制 度 2.300 2.300 4.600 有
前 年 度 2.250 2.350 4.600 有

区 分
支 給 期 間 別 支 給 率

支給率計（月分）
職制上の段階職務の
級等による加算措置

備 考
６月　（月分） １２月　（月分）

比 率 （Ｂ）／（Ａ） （％）

本 年 度 2.300 2.300 4.600 有

６号給 （人）
５号給 （人）
４号給 （人）

（人）
号 給 数 別 内 訳 ３号給 （人）

前

年

度

職 員 数 （Ａ） （人）

本

年

度

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ） （人）
２号給

比 率 （Ｂ）／（Ａ） （％） 100.0 100.0
６号給 （人）
５号給 （人）
４号給 （人） 1 1

号 給 数 別 内 訳 ３号給 （人）

1
２号給 （人）

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ） （人） 1
職 員 数 （Ａ） （人） 1

区 分 合 計
職 種

一 般 行 政 職 税 務 職 保 健 職 技 能 労 務 職 教 育 職
1
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ク.特殊勤務手当

ケ.その他の手当

住 居 手 当 同
通 勤 手 当 同 ※自動車等使用距離が片道35ｋｍ以上は一律21,600円

区 分 国 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容
扶 養 手 当 同

代表的な特殊勤務手当の名称

　　　支給対象職員の比率　　　　　　（％）
　　　　　　（令和7年1月1日現在）

　　　給料総額に対する比率　　　　　（％）

区 分 全 職 種
代 表 的 な 職 種

一 般 行 政 職 税 務 職 保 健 職 技 能 労 務 職 教 育 職
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（ ）

（単位：円）

１． 固定資産

有形固定資産

イ．土地

ロ．建物

建物減価償却累計額

ハ．構築物

構築物減価償却累計額

ニ．機械及び装置

機械装置減価償却累計額

ホ．車両運搬具

ヘ．工具器具及び備品

工具器具備品減価償却累計額

有形固定資産合計

無形固定資産

イ．水利権

ロ．ダム使用権

無形固定資産合計

投資その他の資産

イ．基金

投資その他の資産合計

固定資産合計

２． 流動資産

現金預金

未収金

貸倒引当金

流動資産合計

資産合計

249,000

6,704,645,859

7,578,619,720

383,350,505

384,005,700

27,555,892

(3)

462,412,269

462,412,269

7,551,063,828

(1) 2,740,682

(2) 24,977,210

(3) △ 162,000

107,500

△ 96,000 11,500

(2)

655,195

△ 332,169,000 4,696,500,647

1,487,636,017

△ 237,045,000 1,250,591,017

767,586,984

△ 49,049,000 718,537,984

5,028,669,647

38,755,711

令和７年度 厚真町簡易水道事業　予定貸借対照表
令和8年3月31日

資 産 の 部

(1)
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３． 固定負債

企業債

イ．建設改良費等の財源に充てる企業債

ロ．その他の企業債

企業債合計

固定負債合計

４． 流動負債

企業債

イ．建設改良費等の財源に充てる企業債

ロ．その他の企業債

企業債合計

未払金

イ．営業未払金

ロ．営業外未払金

ハ．その他未払金

未払金合計

引当金

イ．賞与引当金

引当金合計

その他流動負債

イ．預り金

その他流動負債合計

流動負債合計

５． 繰延収益

長期前受金

長期前受金収益化累計額

繰延収益合計

負債合計

5,235,240

5,235,240

7,091,390

8,431,000

38,026,000

383,901,000

4,152,130,000

184,399,000

4,336,529,000

608,000

(4)

(2)

2,173,098,084

6,924,858,496

415,231,412

(1) 2,401,386,084

(2) △ 228,288,000

(3)

608,000

9,964,782

25,487,172

4,336,529,000

(1)

345,875,000

負 債 の 部

(1)
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６． 資本金

７． 剰余金

資本剰余金

イ．道補助金

ロ．他会計補助金

ハ．その他資本剰余金

資本剰余金合計

利益剰余金

イ．当年度未処理欠損金

利益剰余金合計

剰余金合計

資本合計

負債資本合計

230,504,151

△ 192,499,503

653,761,224

7,578,619,720

(2)

(1)

230,504,151

資 本 の 部
846,260,727

9,461,596

14,513,052

14,030,000

38,004,648
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令和７年度 注記表

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

  １．固定資産の減価償却の方法

    （１）有形固定資産

          定額法

          ・主な耐用年数

建物　 15年～50年

構築物　 10年～60年

機械及び装置　 6年～20年

工具器具及び備品　 5年～15年

  ２．引当金の計上基準

    （１）退職給付引当金

            職員の退職手当は、一般会計がその全部を負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。

    （２）賞与引当金及び法定福利費引当金

            職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払に備えるため、当事業年度末における支給見込額に

基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

    （３）貸倒引当金

            債権の不能欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。

  ３．その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

    （１）消費税等の会計処理

            消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ．予定貸借対照表等に関する注記

企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して1年以内に償還予定のものも含む）のうち、

他会計が負担すると見込まれる額は2,596,000千円である。

Ⅲ．セグメント情報に関する注記

簡易水道事業のみを運営しており、単一セグメントのため、記載を省略している。

Ⅳ.　その他の注記

  １．引当金の目的使用による取り崩し

    （１）賞与引当金

    　　　　令和７年度において、職員の期末手当・勤勉手当の支給、及び当該支給にかかる法定福利費を支出するために取り崩す

    　　　ことが見込まれる賞与引当金の額は536千円である。
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（
（単位：円）

１． 営業収益
給水収益
その他の営業収益

２． 営業費用
原水及び浄水費
配水及び給水費
総係費
減価償却費

３． 営業外収益
受取利息及び配当金
他会計補助金
長期前受金戻入

４． 営業外費用
支払利息及び企業債取扱諸費
雑支出

５． 特別損失
その他特別損失

当年度未処分利益剰余金(未処理欠損金)

178,297,306

△ 154,394,513

10,815,000 △ 10,815,000
当 年 度 純 利 益 ( 損 失 ) △ 154,394,513
前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金 ( 欠 損 金 ) 0

(1) 10,815,000

△ 143,579,513経 常 利 益 ( 損 失 )

213,772,000

(1) 12,306,000
(2) 23,168,694 35,474,694

(3) 114,093,000

441,811,870
営 業 利 益 ( 損 失 ) △ 321,876,819

(2) 99,584,000
(1) 95,000

(4) 24,519,425
(5) 313,730,000

119,935,051

(1) 82,926,080
(2) 20,636,365

(1) 118,029,596
(2) 1,905,455

令和６年度 厚真町簡易水道事業予定損益計算書
令 和 6 年 4 月 1 日 から 令和7年3月31日 まで）
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（ ）

（単位：円）

１． 固定資産

有形固定資産

イ．土地

ロ．建物

建物減価償却累計額

ハ．構築物

構築物減価償却累計額

ニ．機械及び装置

機械装置減価償却累計額

ホ．車両運搬具

ヘ．工具器具及び備品

工具器具備品減価償却累計額

有形固定資産合計

無形固定資産

イ．水利権

ロ．ダム使用権

無形固定資産合計

投資その他の資産

イ．基金

投資その他の資産合計

固定資産合計

２． 流動資産

現金預金

未収金

流動資産合計

資産合計

249,000

(2)

(3)

576,591,269

15,877,210

20,483,892

7,914,423,174

(1) 4,606,682

6,924,796,313

(2)

1,236,195

391,315,505

392,551,700

107,500

△ 48,000 59,500

576,591,269

7,893,939,282

△ 162,028,000 4,774,005,283

1,487,247,835

△ 118,454,000 1,368,793,835

767,586,984

△ 24,654,000 742,932,984

4,936,033,283

38,755,711

令和６年度 厚真町簡易水道事業　予定貸借対照表
令和7年3月31日

資 産 の 部

(1)
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３． 固定負債

企業債

イ．建設改良費等の財源に充てる企業債

ロ．その他の企業債

企業債合計

固定負債合計

４． 流動負債

企業債

イ．建設改良費等の財源に充てる企業債

ロ．その他の企業債

企業債合計

未払金

イ．営業未払金

ロ．営業外未払金

ハ．その他未払金

未払金合計

引当金

イ．賞与引当金

引当金合計

その他流動負債

イ．預り金

その他流動負債合計

流動負債合計

５． 繰延収益

長期前受金

長期前受金収益化累計額

繰延収益合計

負債合計 7,307,238,312

403,145,412

(3)

(4)

91,390

8,431,000

(2)

9,964,782

(1) 2,398,655,900

(2) △ 114,093,000

2,284,562,900

4,619,530,000

(1)

340,877,000

38,010,000

378,887,000

18,487,172

536,000

5,235,240

536,000

5,235,240

4,619,530,000

負 債 の 部

(1)

4,399,105,000

220,425,000
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６． 資本金

７． 剰余金

資本剰余金

イ．道補助金

ロ．他会計補助金

ハ．その他資本剰余金

資本剰余金合計

利益剰余金

イ．当年度未処理欠損金

利益剰余金合計

剰余金合計

資本合計

負債資本合計

△ 116,389,865

607,184,862

7,914,423,174

154,394,513

14,513,052

14,030,000

38,004,648

(2)

154,394,513

資 本 の 部
723,574,727

(1)

9,461,596
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令和６年度 注記表

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

  １．固定資産の減価償却の方法

    （１）有形固定資産

          定額法

          ・主な耐用年数

建物　 15年～50年

構築物　 10年～60年

機械及び装置　 6年～20年

工具器具及び備品　 5年～15年

  ２．引当金の計上基準                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                 

    （１）退職給付引当金

            職員の退職手当は、一般会計がその全部を負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。

    （２）賞与引当金及び法定福利費引当金

            職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払に備えるため、当事業年度末における支給見込額に

基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

  ３．その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

    （１）消費税等の会計処理

            消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ．予定貸借対照表等に関する注記

企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して1年以内に償還予定のものも含む）のうち、

他会計が負担すると見込まれる額は2,750,000千円である。

Ⅲ．セグメント情報に関する注記

簡易水道事業のみを運営しており、単一セグメントのため、記載を省略している。
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